平成２８年度「知的財産活用支援事業」に係る外国特許等出願補助支援事業者　公募要領
一般社団法人　沖縄県発明協会
一般社団法人沖縄県発明協会（以下「発明協会」という。）では、沖縄県から「平成28年度知的財産活用支援事業」を受託し実施します。本事業のうち、「外国特許等出願支援」に係る補助金等を以下の要領で公募します。
１．目的
県内中小企業者における積極的かつ戦略的な外国への事業展開を促進するため、知的財産の活用に積極的な県内中小企業に対し、外国特許等出願経費の一部補助、専門家の指導を実施します。
２．対象となる企業等
　以下のすべての要件を満たす中小企業等とします。
(1) 県内に主たる事業所を有する中小企業者（中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第2条第1項に規定する者とする）、または中小企業者で構成される企業グループであること
(2) 外国への特許等出願を含め知的財産を戦略的に活用し、経営の向上を目指す意欲があること
(3) 補助を受けようとする外国への特許等出願に関し、外国で特許権、意匠権又は商標が成立した場合に、当該権利を活用した海外事業展開を計画していること
(4) 支出する経費が妥当なものであり、自己負担部分の資金を支払う資本力があること
(5) 特許等出願の実施、発明協会等との連絡、手続き等必要な事項を行う社内体制があること
(6) 県税の滞納がないこと
(7) 国、県、その他同様の趣旨で補助等を受けていないこと
３．対象となる出願

(1) 国内の先行（技術）調査等からみて、外国での特許権等登録の可能性を有すると判断されること
(2) 出願等に至るスケジュールが妥当なものであり、特許等出願の手続き及び補助対象経費の精算が平成29年2月末日までに完了すること
４．補助対象経費
外国特許庁への出願手数料、現地代理人費用、国内代理人費用、翻訳費用、ＰＣＴ出願手数料、国際商標出願手数料、国際商標出願費用、国際意匠出願手数料、その他海外での権利保護に直接関連性があると発明協会が認める費用とし、平成29年2月末までに支出されるもの（※注）
1 補助率　補助対象経費の2／3以内
2 補助額　特許権　100万円（1社あたり上限）、意匠権・商標権　30万円（1社あたり上限）
複数案件の申請、複数の出願国の申請は可能ですが、上限は変わりません。
（※注）補助対象経費として認められない費用
（例）国内出願にかかる費用、ＰＣＴ出願を基礎とした日本国特許庁への国内移行手数料、先行調査費用、出願にかかる支援事業者の人件費、交通費、光熱水費、食糧費、研究開発に係る設備導入、運転費用、デザイン費用など
補助対象経費

	区分
	経費

	外国特許庁への出願
	外国特許庁への出願手数料、現地代理人費用、国内代理人費用、翻訳費用
その他外国特許庁への出願に関連する通信費、振込手数料

	ＰＣＴ出願
	国際出願手数料、国際調査手数料、送付手数料、優先権証明願予備審査手数料、補正手数料、現地代理人費用、国内代理人費用

その他外国特許庁への出願に関連する通信費、振込手数料

	国際商標出願
	国際商標出願手数料、国際商標出願費用、現地代理人費用、国内代理人費用　

	国際意匠出願
	国際意匠出願手数料、国際意匠出願費用、現地代理人費用、国内代理人費用　


５．公募方法
（１）公募対象　上記2の資格を満たす企業・団体等
（２）提出書類　
応募書類は、発明協会ホームページからダウンロードできます。または発明協会まで、ご請求いただければ、ご送付いたします。
1 外国特許等出願支援申請書（様式第1号）
2 外国特許等出願支援実施計画書（様式第2号）
3 経費に関する資金計画書（様式第3号）
4 その他必要と認める書類

※添付書類として以下をご提出ください。

・　法人登記簿謄本の写し（個人事業者の場合は、住民票の写し）

・　会社の事業概要

・　決算報告書（直近期分）

・　納税申告実績（直近年分）

・　基礎となる出願書類の写し

・　先行技術（意匠・商標）調査の結果（実施結果を添付）

・　代理人等からの経費見積書

（３）応募方法　上記の書類を下記9の提出先まで持参又は郵送にてご提出ください。
なお、郵送の場合は公募期間内に到着すること。
（４）公募期間
・第1回　平成28年5月2日（月）～平成28年6月17日（金）17：00
・第2回　平成28年8月1日（月）～平成28年9月15日（木）17：00
６．支援事業者の選定
（１）選定方法　支援事業者は、5．（２）に掲げる書類を以って応募した中小企業等から、外国特許等出願支援審査委員会（以下、「審査委員会」という）により、予算の範囲内で5社程度を選定します。
（２）選定基準　外国特許等出願の新規性、実現性などを基準に選定します。
（３）結果通知　審査後、速やかに応募者に対し通知します。
（４）その他　提出書類は、沖縄県発明協会で適切に管理し、知的財産に関する事項等知り得た情報は、審査会委員を含め、漏えいしないことを約束し、補助金交付後も応募者に無断で使用しません。
７．事業実施期間　支援事業者決定通知日～平成29年2月末日まで
８．年間スケジュール
	平成28年5月2日
	第1回公募開始

	　　　　　　 6月1日
	事前説明会

	6月17日
	公募締切り（提出書類締切日）　

	6月下旬
	審査会による審査、支援事業者決定（応募者に対する通知）

	8月1日
	第２回公募開始

	9月15日
	公募締切り（提出書類締切日）　

	9月1日
	事前説明会

	9月下旬
	審査会による審査、支援事業者決定（応募者に対する通知）

	～採択以降
	支援事業者による特許等出願の開始

	平成29年2月末日
	事業終了

	　　　　　　　3月上旬
	支援事業者による成果報告会


９．問い合わせ先、書類提出先　　一般社団法人　沖縄県発明協会　 担当：宮川、金城
〒904-2234　沖縄県うるま市州崎12-2（沖縄県工業技術センター内）
電　話　098-921-2666　　　ＦＡＸ　098-921-2672

以上
1

